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Ⅰ 実行計画策定の背景 

 

１．計画策定の趣旨 

 地球温暖化とは、人間活動によって排出される二酸化炭素などの温室効果ガスの大気中

濃度が増加し、これを原因として地表面の温度が上昇する現象です。地球温暖化は、地球

全体の気候に大きな変動をもたらすものであり、我が国においても平均気温の上昇、農作

物や生態系への影響、暴風、台風等による被害が観測されています。 

 

 地球温暖化は国際的に取組むべき課題であり、1997 年に開催された地球温暖化防止京都

会議では温室効果ガスの総排出量を 2008 年から 2012 年の間に 1990 年レベルより 6％削減

することを目標とした京都議定書が採択されました。 

また、2015年12月に、国連気候変動枠組条約第21回締約国会議（COP21）がフランス・パ

リで開催され、新たな法的枠組みである「パリ協定」が採択されました。これにより、世

界の平均気温の上昇を産業革命から2.0℃以内にとどめるべく、すべての国々が地球温暖化

対策に取組んでいく枠組みが構築されました。 

 

国では、1998 年 10 月に「地球温暖化対策の推進に関する法律」を制定し、国、地方公

共団体、事業者及び国民の責務を明らかにしています。その中で、地方公共団体は温室効

果ガスの排出の抑制等に関する計画（実行計画）を策定することが義務づけられました。 

また、2016 年 5 月には、2030 年度までを計画期間とする「地球温暖化対策計画」が策定

され、2021 年 10 月の改定を経て、2025 年 2 月には新たな削減目標として 2035 年度、2040

年度において、温室効果ガスを 2013 年度からそれぞれ 60％、73％削減することを目指す

とした改定を閣議決定しています。 

 

青森県においても、2011 年 3 月に「青森県地球温暖化対策推進計画」を策定し、2018

年の改定において、県内における温室効果ガス排出量を 2030 年度までに 31.0％削減（2013

年度比）する目標を掲げ、取組を進めてきました。 

2021 年 2 月には、「2050 年までの温室効果ガス排出実質ゼロを目指して取り組む」こと

としたところであり、国内外で生じた新たな動向や現行計画の取組状況等を踏まえ、脱炭

素社会の実現に向けて更なる取組を進めるため、2023 年 3 月には 2030 年度までの温室効

果ガスの削減目標を 51.1％（2013 年度比）とするなどの見直しを行いました。 

 

むつ市では、市の事務及び事業からの温室効果ガス排出抑制等のため、2008 年 3 月に温

室効果ガスのうち二酸化炭素（CO２）を対象とした「むつ市地球温暖対策推進実行計画」

を策定し、2012 年度までに 5％削減（2007 年度比）を目標としました。 

また、2015 年度に策定した「第２期むつ市地球温暖化対策推進実行計画」では 2019 年

度までに 5％削減（2012 年度比）を掲げました。 

さらに、2021 年度策定の「第３期むつ市地球温暖化対策推進実行計画」では 2024 年度

までに 5％削減（2019 年度比）する目標を立てて取組んできました。 

本計画は、第 3 期「むつ市地球温暖対策推進実行計画」の計画年度が 2024 年度で終了し

たことから、これまでの取組結果を踏まえ、新たに計画期間ならびに目標を設定し、さら

に活動を推進するために策定するものです。 
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２．第３期「むつ市地球温暖対策推進実行計画」の実績（経過） 

 

・市が行った事務事業における二酸化炭素排出量                                    

単位：t-CO2 

  2019(R1) 2020(R2) 2021(R3) 2022(R4) 2023(R5) 2024(R6) 

ガソリン 183 155 148 170 181 － 

灯 油 2,026 2,443 2,318 2,443 2,420 － 

軽 油 94 41 77 72 82 － 

Ａ 重 油 1,158 1,506 1,027 993 1,010 － 

Ｌ Ｐ Ｇ 131 143 160 148 140 － 

電 気 5,512 6,203 5,540 5,747 8,069 － 

合 計 9,103 10,491 9,270 9,573 11,902 － 

目 標 値 － 9,012 8,921 8,830 8,739 8,648 

目標値比 － 16.42% 3.9% 8.4% 36.1% － 

※ 公共事業その他外部への委託により実施する事業（指定管理施設）を除く 

※ 目標値は 2019(R1)の二酸化炭素排出量を基準とし、2020(R2)から 2024(R6)まで毎年度 1％ずつ削減率

を増加させた数値 

 

2024 年度の二酸化炭素排出量については、本計画策定時において集計中であることから、

2023 年度までの実績を経過として分析すると、2019 年度を基準として 30.7％の増加とな

っており、2024 年度における排出量も過去４年と横ばいが予想されることから、目標であ

る 5％の削減の達成は難しい見込みとなっています。 

燃料別の二酸化炭素排出量を見ると、電気使用量が 67.8％と最も多くの割合を占めてお

り、続いて灯油の 20.3％、Ａ重油の 8.5％となります。 

排出割合の高い電気、灯油、Ａ重油について、費目ごとのエネルギー使用量を見ると、

電気は教育委員会及び上下水道局管理の施設、灯油とＡ重油は教育委員会管理の施設での

使用量が多くなっています。また、電気、灯油については、全年度において 2019 年度の使

用量を上回っています。 

今後、主に二酸化炭素排出割合の高い電気、灯油、Ａ重油において、大幅な節電、省エ

ネ化等による取組を推進していく必要があります。 

 

 

 2023 年度 CO₂排出量の種類別割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

電気 67.8％ 

灯油 20.3％ 

A 重油 8.5％ 

ガソリン 1.5％ 

LPG 1.2％ 

軽油 0.7％ 
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Ⅱ 第４期実行計画の基本的事項 

 

１．計画の性格 

この計画は、「地球温暖化対策の推進に関する法律」第 21 条に基づき、市の事務・事

業に関し温室効果ガスの排出抑制等のため、市自ら事業者・消費者として取組むべき環

境の保全及び創造に関する行動について定めた計画です。 

また、本計画に基づく環境保全の取組を市が率先して行うことにより、市内の事業者

及び市民への波及効果を期待するものであります。 

 

２．計画期間 

2025(R7)年度から 2030(R12)年度までの 6 ヶ年とします。 

また、国、県の温暖化対策に係る法令改正等があった場合や、計画の対象となる事務・

事業に変更があった場合は、その都度見直しを行うこととします。 

 

３．計画の対象範囲 

本庁舎、川内庁舎、大畑庁舎及び脇野沢庁舎のほか、上下水道、学校など市の全ての

部署が行う事務・事業を対象とします。また、これまで対象外としてきた指定管理施設

を含むこととします。 

ただし、温室効果ガスの算定にあたっては、公共工事を除きます。 

 

４．計画推進の基本的考え方 

この計画は、ＰＤＣＡサイクルの構築により推進します。 

①行動計画を立て(Plan)、②計画に基づき実施し(Do)、③その実施状況、成果を点検

し(Check)、④その結果により計画を見直す(Action)という一連の作業を繰り返し行い、

継続的に環境負荷の低減を図ります。 

 

５．計画の対象となる温室効果ガス 

この計画の対象とする温室効果ガスの種類は、「地球温暖化対策の推進に関する法律」

に基づき、削減の対象となっている７種類の温室効果ガスのうち、総排出量の大半を占

める、二酸化炭素（CO2）を対象とします。 
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Ⅲ 第４期実行計画の目標 

 

１．削減目標 

  本市の温室効果ガス（二酸化炭素）排出量の削減目標は、2025 年 2 月 18 日に閣議決

定された「政府がその事務及び事業に関し温室効果ガスの排出の削減等のため実行すべ

き措置について定める計画」を踏まえつつ、「青森県地球温暖化対策推進計画」の削減目

標に準拠し、次のとおりとします。 

 

2030 年度（R12）における温室効果ガス（二酸化炭素）排出量を、 

2013 年度（H25）を基準として 51.1％削減します。 

 

 

２．各年度の目標値 

   

 
CO2排出量 

（t-CO2） 
削減率 

基準値(2013(H25)年度) 15,674 － 

2025（R7）年度 10,433 33.5％ 

2026（R8）年度 9,859 37.1％ 

2027（R9）年度 9,323 40.5％ 

2028（R10）年度 8,821 43.7％ 

2029（R11）年度 8,352 46.7％ 

2030（R12）年度 7,664 51.1％ 

 
 ※公共事業その他外部への委託により実施する事業を除く。指定管理施設は含む。 

 ※2025（R7）年度の目標値は 2019（R1）年度から 2023（R5）年度までの平均値 

 ※第 3 期実行計画（2020(R2)～2024(R6)年度）では、2019(R1)年度を基準とし、毎年度 1％ずつ削減率を

増加させ計画期間内で 5％の削減を目標としたのに対し、本計画では、指定管理施設の排出量も含むこと

としたうえで、閣議決定及び青森県の削減目標に準拠し、2013(H25)年度から 51.1％の削減を目指すもの

である。 
 

 

３．具体的な削減への取組 

  

 （１）省エネルギーの取組 

ａ．パソコン等 OA 機器の適正利用 

・パソコンは省エネモードを設定し、使用しない場合、電源を切る。 

・共用 OA 機器を長時間使用しない場合、自動または手動により電源を切る。 

・最終退庁者は、共用 OA 機器等の運用に支障がない範囲で、電源が切れているこ 

とを確認する。 

ｂ．空調の適正管理 

・冷暖房時は、適切な温度設定とする。 
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・外気を取り入れ、なるべく冷房を使用しない。 

・使用していないエリア又は時間の空調停止を徹底する。 

・利用形態に即した設備機器の調整を行う。 

ｃ．照明の適正管理 

・会議室、給湯室、倉庫、トイレ等を利用した後は、忘れず消灯する。 

・休憩時間は、原則として全消灯する。 

・時間外勤務時間は、必要な範囲のみ点灯する。 

・可能な範囲で日中の間引き照明を行う。 

ｄ．その他電気製品の適正利用 

・電気製品の利用は必要最低限とし、利用時間以外は主電源を切る。 

・執務室では、コーヒーメーカーや電気ポットは使用しない。 

・その他業務目的以外の電気製品は使用しない。 

ｅ．公用車の適正利用 

・不要なアイドリングをしない。 

・急発進、急加速を避け、経済速度での走行等省エネ運転に努める。 

・タイヤの空気圧を適正に保ち、定期的に点検・整備を行う。 

・不必要な荷物を積みっぱなしにしない。 

・走行ルートを合理化するとともに、同一目的地への相乗りを推進する。 

ｆ．設備更新等 

・公共・公用施設における照明の LED 化に取り組む。 

・執務形態に併せて効率的な照明の配置を検討する。 

・空調設備等各種設備は、省エネ型のものを検討する。 

・太陽光発電や風力発電等の再生可能エネルギーの導入を推進する。 

・自動販売機は必要最小限とし、省エネ型のものとする。 

・公用車は、低公害車や低燃費車を推進する。 

ｇ.その他 

・クールビズ、ウォームビズの取組を推進する。 

・可能な限りマイカー通勤を自粛し、徒歩や自転車又は公共交通機関の利用を推進

する。 

 

 （２）省資源、廃棄物の減量化及びリサイクルの取組 

ａ．用紙類の使用量削減及び再利用 

・庁内のグループウェア等電子メディアを利用し、文書のペーパーレス化を図る。 

・両面印刷及び集約印刷を利用する。 

・会議資料等の印刷物は、必要部数を精査する。 

・使用済み用紙の裏面を再利用する。 

・ファイリング用品を再利用する。 

・紙ごみの分別を徹底し資源として再利用する。 

ｂ．節水 

・感知式洗浄弁、自動水洗、節水コマ等の節水器具の導入を推進する。 

・雨水利用施設の設置等により水利用の合理化、再利用化を検討する。 

ｃ．物品の廃棄抑制 
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・定期的な点検や修繕等により物品の長期使用を図る。 

・不用品がある場合は、他所属へ情報提供し、有効利用を図る。 

ｄ．その他 

・マイバッグ、マイポット及びマイ箸等を持参する。 

・廃棄物の分別排出を徹底する。 

 

（３）物品購入の取組 

ａ．環境物品の購入 

・エコマークやグリーンマーク等の環境ラベル対象物品の購入を推進する。 

ｂ．その他 

 ・事務用品は、詰め替えやリサイクル可能なものの購入を推進する。 

 ・本当に必要な物品であるかを精査し、最小限の数量の調達に努める。 

 

（４）その他の取組 

ａ．公共事業の環境負荷低減 

・周辺環境への影響が少ない工法の採用、再生資材の使用、建設副産物の再利用等

環境に配慮した公共事業の実施に努める。 

  ｂ．職員の意識向上 

   ・スマートムーブ通勤等、環境保全を奨励する取組を行う。 

   ・地域の清掃活動等、積極的な参加に取り組む。 

   ・対象事業を実施する全所属に対する定期的な周知広報に務める。 

 

 

Ⅳ 計画の推進・進行管理体制の確立、公表 

  年１回、各課からの使用量や取組状況、目標の達成状況について把握し、総合的に点

検・評価します。 

  総合的な点検・評価の結果に基づき、必要に応じて目標値及び取組内容の改善など、

計画の見直しを行い、より効果的な取組を図っていきます。 

  また、成果についてはホームページ等により公表します。 

 

 


